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【受領委任申請に係る変更について】 

変更の申出が必要な事項(速やかに東海北陸厚生局へ届ける) 

・施術所の名称、連絡先、標榜時間等の変更が有った場合 

・施術所の移転(住所変更)する場合 

・施術所の移転に伴わない住所(地番等)の変更が有った場合 

・開設者の名前、連絡先等の変更が有った場合 

・施術管理者の氏名の変更が有った場合 

・施術所の廃止、受領委任の取扱の辞退が有った場合 

・施術所に勤務する施術者の採用、退職又は氏名の変更が合った場合 

・施術所の開設者に変更(交代)が有った場合 

・出張専門者の住所変更等が有った場合 

 

☆疑義解釈抜粋(参考) 

（問30） 施術管理者が交代し交代後、数日が経過してから受領委任の申出の書類を提出した場合、

実際に交代した日に遡って受領委任を取り扱うことは可能か 

（答）受領委任の取扱いの開始日は、申出の書類の受付年月日(承諾された場合)であり、施術管理

者が交代した日に遡って受領委任を取り扱うことはできない。施術管理者が交代する場合、す

みやかに申出の書類を提出するよう留意したい。 

 

（問 31） 施術所が移転し、移転後、数日が経過してから受領委任の申出の書類を提出した場合、

移転した日(保健所へ届け出た開設日)に遡って受領委任を取り扱うことは可能か。 

（答）受領委任の取扱いの開始日は、申出の書類の受付年月日(承諾された場合)である。ただし、

施術所の移転(住所変更)については、移転前の施術所から引き続き移転後の施術所で同じ患者

の施術を行う場合等であって、保健所へ届け出た廃止の日と開設の日が大きく（2 週間程度）

離れていない場合、移転後の施術所の開設日に遡り、当該開設日を受領委任の取扱開始日(承諾

年月日)とすることが可能である。なお、申出の書類の提出が大きく遅れる場合(保健所への開

設の届出をしてから、2週間程度超える場合など)、継続とせず。申出の書類の受付年月日を受

領委任の取扱開始日(承諾年月日)とするなど、個々の状況に応じて対応するものである。 

 

   (届出等に関する問い合わせ)  東海北陸厚生局 三重事務所 

 514-0033 津市丸の内26-8津合同庁舎4階 

                             TEL 059-213-3533 

詳細は厚生局ＷＥＢページに掲示 


